




Guaranteed the right of transportation for a sustainable community 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































米国障害者法（ADA）（Americans with Disabilities 
Act of 1990）が制定され，障害者差別解消法が
2016年4月から施行された。連邦政府による支援制
度が充実している。その結果，バスや電車を運営す
る公共交通機関には，その沿線3/4マイル（1.2km）
の範囲においてパラトランジェット18）の設置が義
務付けられるなど公共交通を利用できない人でも安
心できる制度が法律で明記されている。
提言７．国は，運輸・物流のモーダルシフトとト
ラック事業者の協同化を図り，地方自治体
は地域防災対策と一体になった物流政策を
確立すること
　トラック輸送は，国民の生活物資を輸送する基幹
的な輸送機関として国内貨物輸送の約６割（トンキ
ロベース）を占めている。そのトラック事業の事業
者の99.9％が中小企業で脆弱な体質で，荷主との取
引も不適切で下請化という状況が戦後以来の大きな
課題となっている。
　また，最近のトラック運転者不足は顕著で，その
要因は多くあるが，大きな要因の一つが運輸事業の
労働環境の劣悪化である。
　そのような課題を解決するためトラック事業の協
業化，協同化を推進し，中小事業者の体質強化，効
率的な経営，労働環境の改善を図り運転者不足を解
消することを目指すことが急務である。国はそのた
めの物流政策と指針を示すことが責務となってい
る。
　さらに，地域の日常生活物資の輸送は，災害時に
図10．地域公共交通活性化法の概要
　 　
18） パラトランジェットシステムとは，ドアツードアの送迎を中心とした比較的小型のバンや乗用車などを用いた障害者・
高齢者等へのサービスを提供する交通手段。
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づくりを進める方針になってなく，地方自治体は連
携計画を策定し，さらに網計画を策定しなければ予
算措置が確保できないと地方自治体は国の無責任な
方針に振り回される結果となった。
　このことから，基本法を具体化する法律は，公共
交通を活性化及び再生することを目的するのではな
く，地域の課題にこたえる法律に改正し，予算措置
を講じる必要がある。このような措置は，すでにド
イツなどは，「近距離公共旅客交通の地域化に関す
る法律（地域化法）」が1996年に制定され，この法
律に基づき，ドイツ鉄道の近距離旅客輸送を含む鉄
道，バスなどの近距離旅客輸送については，すべて
州の権限とされ，必要な財源は，この法律に基づい
て鉱油税収の一定額相当を連邦から州へ財源として
交付されている。
　さらに，2019（令和１）年10月の台風など災害に
おける被災で地方の鉄道が不通となり，民間調査で
は，現在11事業者，24区間が不通となっている。特
に，地域鉄道19）は，事業維持が課題のうえに自然
災害に対する対応が近年日常的になっている。さら
に，忘れていけないことは，JR 東日本鉄道常磐線
の富岡駅から浪江駅区間である。2011（平成23）年
３月に原発災害により被災して以来，いまだ復旧さ
れていない現状がある。筆者は災害後，４回にわた
正した。
　改正された目的は，「交通政策基本法の基本理念
にのっとり，地方公共団体による地域公共交通網形
成計画の作成及び地域公共交通特定事業の実施に関
する措置並びに新地域旅客運送事業の円滑化を図る
ための措置について定めることにより持続可能な地
域公共交通網の形成に資するよう地域公共交通の活
性化及び再生のための地域における主体的な取組及
び創意工夫を推進し，もって個性豊かで活力に満ち
た地域社会の実現に寄与することを目的とする。」
とし2014（平成26）年11月に施行した。（下線は変
更箇所 筆者）
　その改正理由は，「持続可能な地域公共交通網の
形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進
するため，市町村等による地域公共交通網形成計画
の作成，同計画に定められた地域公共交通再編事業
を実施するための地域公共交通再編実施計画の作
成，同計画が国土交通大臣の認定を受けた場合にお
ける同事業の実施に関する道路運送法等の特例等に
ついて定める必要がある。これが，この法律案を提
出する理由である。」とした。
　さらに，2016（平成28）年８月施行した法律改正
の理由は，「持続可能な地域公共交通網の形成に資
する地域公共交通の活性化及び再生を推進するた
め，認定軌道運送高度化事業等の実施に必要な資金
の出資等の業務を独立法人鉄道建設・運輸施設整備
支援機構に行わせる等の措置を講じるほか，独立行
政法人に係る改革を推進するため，同機構について
高度船舶技術に関する業務の廃止等の措置を講じる
必要がある。これが法律案を提出する理由である。」
とした（図11）。
　この一連の法律改正の推移から明らかになること
は，この法律は，公共交通の活性化のための予算措
置を講じるもので，地域の交通問題など地域の切実
な課題にこたえた法律でないことが明確になった。
さらに，地域公共交通総合連携計画から地域公共交
通網形成計画にするなど地方自治体の主体的な政策
　 　
19） 地域鉄道とは，一般に新幹線，在来幹線，都市鉄道に該当する路線以外の鉄道路線のことをいい，その運営主体は中小
民鉄並びに JR，一部大手民鉄，中小民鉄及び旧国鉄の特定地方交通線や整備新幹線の並行在来線などを引き継いだ第
三セクターです。平成31年４月１日現在で96社。（国土交通省）
図11．改正地域公共交通活性化法の概要
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地域政策学ジャーナル，第９巻
提言10．国・地方自治体，国民は，交通，エネル
ギー，教育，福祉分野が一体となった持
続可能な地域社会を目指すこと
　現代日本の地域社会では，交通問題をはじめ福
祉，教育などの課題が相関している。地域での課題
は財政危機による公共サービスの民営化，農水産業
の衰退の一方，駅前開発に重点を置くまちづくりが
進められている。さらに，地域のコミュニティの指
針とされる自治会への加入率が激減している地域も
多く住民参加などはほど遠くコミュニティの維持さ
えも危ぶまれる状況がある。
　そのような状況のなか，多くの地方自治体では国
土交通省が示す「コンパクト＋ネットワーク」とい
う地域づくりが進められている一方，郊外開発は今
まで以上に進み，スプロール化は止まらない状況が
ある。地方自治体は財政危機を打開するために観光
振興や企業誘致政策で財源獲得をめざしている。
　持続可能な地域社会とは，住民の参加と自治が確
立され，地域内の事業は地域の中小企業がいきいき
と事業展開され，農林水産業が地域の基幹的な産業
となり，地域資源をいかしたエネルギーの自給・自
立が確立されている循環型経済の地域である。同時
に，暮らしを豊かにする交通が享受されている地域
社会である。さらに，最近日常的になっている水
りこの周辺の調査をしている。交通権という人権が
人災において犯されている状況を国は早急に復旧さ
せる責務がある。
　以上，自然災害を被っている地方鉄道を早急に国
の責任で復旧させ，地域の課題を解決する地域交通
確保に関する法律への改正を提言する。
提言９．国は，運輸事業の規制緩和政策など国土交
通行政を検証する独立した検証委員会を国
土交通省から独立して設置すること
　旅客運送事業の規制緩和政策は，2002年に乗合バ
ス・タクシー事業，2000年に鉄道・旅客船事業が法
改正により実施された。この政策に対しての評価は
様々であるが，ある論文20）では，「乗合バス事業で
は，競争による市場の活性化はあまり見られない
が，退出の増加による生活路線の空白化も懸念され
たほどは生じていない。また，貸切バスとの規制の
違いにより競争が阻害されている可能性もあるた
め，競争基盤の平等化が必要である。タクシー事業
では，競争による効果も見られたが，一方で規制緩
和による弊害が生じているとの指摘もあり，特に，
社会的規制の強化が求められる。鉄道事業では地方
で路線撤退の提案やそれに対する議論が数多く行わ
れており，路線維持が必要な場合などでは地方自治
体が果たす役割が大きくなっている」と述べてい
る。
　ここではふれられていないが，貸切事業の市場参
入は凄まじいものがあり，競争激化は国土交通省で
事業審査をしていた筆者の実感であり，現実に輸送
量を取り合う市場となっている。さらに，トラック
事業も同様である。
　これらの状況を国土交通省は交通政策にどのよう
に反映しているかといえば，一部，社会的規制を強
化するにすぎない。このような規制緩和政策がもた
らしたことを国民の暮らしと命の視点で独立した検
証委員会において検証し，規制緩和政策の弊害を解
消する交通政策を国民的に議論することを提言する。
　 　
20） 規制緩和後の国内旅客運送事業の分析に関する論文紹介〜交通基本法案検討のための材料提供として〜」山内広隆ほか 
運輸総合研究所。
図12．地域交通を確保するための３つの枠組み
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害，風害，地震，津波などの災害に対する防災対策
とともに，災害時への対応が的確である地域が持続
可能な地域社会といえる。
　国・地方自治体，国民は，交通，エネルギー，教
育，福祉分野が一体となった持続可能な地域を創造
する地域社会を目指すことを提言する（図12）。
終わりに
　現在，政府がめざす交通の在り方は，成長戦略会
議でも議論がされている自家用自動車の有償運送な
どの活用やボランティア輸送での地域交通の確保で
ある。それは，はたして持続可能な社会における交
通政策といえるか。
　先日開催された地方議員研修21）の地域交通の分
科会には32都道府県から40の自治体の地方議員が参
加し，各議員は口を揃えて地域交通の深刻さを発言
した。また，各地での学習会では地域任せにする自
治体の在り方についても多くの意見が聞かれる。
　本稿では，持続可能な地域社会を構築する地域交
通政策を論じたが，筆者は，持続可能な地域社会を
構築する交通政策とは交通権が保障される交通政策
と考える。交通権が保障される交通政策とは，本稿
で提言した10の提言が実現した政策である。それ
は，誰もが，いつでも，どこでも，安全で安定的な
交通が享受できる交通環境が保障された地域社会で
ある。
　この社会を実現するために研究者として自ら何を
すべきか。一つは，住民参加による社会運動の発展
を構築する学習活動と社会運動である。二つは，地
域に入り，現代日本の現状を的確に捉え，人口減少
などが政策的な貧困によることを告発する研究を深
め，憲法を羅針盤とした政策提言を発信することで
ある。三つ目は，現代日本の深刻で切実な交通問題
を引き起こした要因を戦後日本の資本主義の側面と
交通政策から歴史的に明らかにすることを自ら課せ
られた課題であると考える。今後，これらの課題を
念頭に憲法の理念を実現するため研鑽をつみたい。
　 　
21）第48回市町村議会議員研究会 in 名古屋（2019年11月６日・自治体問題研究社主催）
